
1 単

エネルギー・食料
品等価格高騰重
点支援給付金事
業【低所得者世
帯給付金】

①コロナ禍におけるエネルギー・食料品価格等の物価高騰の
影響を踏まえ、低所得世帯（住民税非課税世帯等）への支援と
して、１世帯当たり３万円の現金を給付する。
②負担金・補助及び交付金
③給付金内訳
・給付金【負担金・補助及び交付金】：56,550千円（1,885世帯×
3万円）
④令和５年度住民税非課税世帯：1,885世帯

④-Ⅳ．コロナ禍に
おいて物価高騰等
に直面する生活困
窮者等への支援

R5.5.1 R5.11.30 56,550,000 0 56,550,000 0

住民税非課税世帯
を支援するため、エ
ネルギー・食料品等
価格高騰重点支援
給付金を給付した。
1,885世帯×3万円

新型コロナウイルス感染症の
影響を受けている世帯の生活
を支援することができ、非課税
世帯等の経済的、心理的負担
軽減を図ることができた。

2 単

エネルギー・食料
品等価格高騰重
点支援給付金事
業（事務費）

①コロナ禍におけるエネルギー・食料品価格等の物価高騰の
影響を踏まえ、低所得世帯（住民税非課税世帯等）への支援と
して、１世帯当たり３万円の現金を給付するにあたって必要な
事務経費
②職員手当等、需用費、役務費、委託料
③事務費
・時間外勤務手当【職員手当等】：252千円（2,900円×29時間×
3人）
・消耗品費（用紙代、トナー代、事務用品一式）【需用費】：96千
円
・通信運搬費【役務費】：638千円
　　　　　　　　　　　　　（1,885世帯×104円×2回[発送・返信]）
　　　　　　　　　　　　　（1,885世帯×104円×1回[決定通知]）
　　　　　　　　　　　　　（　478世帯×104円×1回[勧奨通知]）
・振込手数料【役務費】：208千円（1,885世帯×110円）
・業務委託料【委託料】：7,197千円
④令和５年度住民税非課税世帯：1,885世帯

④-Ⅳ．コロナ禍に
おいて物価高騰等
に直面する生活困
窮者等への支援

R5.5.1 R5.11.30 5,272,236 160,000 4,713,000 399,236

住民税非課税世帯
を支援するため、エ
ネルギー・食料品等
価格高騰重点支援
給付金を給付した。
1,885世帯×3万円

新型コロナウイルス感染症の
影響を受けている世帯の生活
を支援することができ、非課税
世帯等の経済的、心理的負担
軽減を図ることができた。

3 単

エネルギー・食料
品等価格高騰重
点支援給付金事
業

①コロナ禍におけるエネルギー・食料品価格等の物価高騰の
影響を踏まえ、低所得世帯（住民税非課税世帯等）への支援と
して、１世帯当たり３万円の現金を給付する。（事業No.1の横出
し分）
②負担金・補助及び交付金
③給付額内訳
・給付金【負担金・補助及び交付金】：1,920千円（64世帯×3万
円）
④生活保護世帯：64世帯

④-Ⅳ．コロナ禍に
おいて物価高騰等
に直面する生活困
窮者等への支援

R5.5.1 R5.11.30 1,920,000 0 1,920,000 0

生活保護世帯を支
援するため、エネル
ギー・食料品等価格
高騰重点支援給付
金を給付した。
64世帯×3万円

新型コロナウイルス感染症の
影響を受けている生活保護世
帯の生活を支援することがで
き、非課税世帯等の経済的、心
理的負担軽減を図ることができ
た。
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6 単

エネルギー・食料
品等価格高騰重
点支援給付金事
業（事務費）

①コロナ禍におけるエネルギー・食料品価格等の物価高騰の
影響を踏まえ、低所得世帯（住民税非課税世帯等）への支援と
して、１世帯当たり３万円の現金を給付する事業No.1の横出し
を行うにあたって必要な事務経費
②職員手当等、需用費、役務費、委託料
③事務費
・時間外勤務手当【職員手当等】：9千円（2,900円×1時間×3
人）
・消耗品費（用紙代、トナー代、事務用品一式）【需用費】：4千
円
・通信運搬費【役務費】：23千円
　　　　　　　　　　　　　（64世帯×104円×2回[発送・返信]）
　　　　　　　　　　　　　（64世帯×104円×1回[決定通知]）
　　　　　　　　　　　　　（22世帯×104円×1回[勧奨通知]）
・振込手数料【役務費】：8千円（64世帯×110円）
・業務委託料【委託料】：327千円
④生活保護世帯：64世帯

④-Ⅳ．コロナ禍に
おいて物価高騰等
に直面する生活困
窮者等への支援

R5.5.1 R5.11.30 5,272,236 4,713,000 160,000 399,236

生活保護世帯を支
援するため、エネル
ギー・食料品等価格
高騰重点支援給付
金を給付した。
64世帯×3万円

新型コロナウイルス感染症の
影響を受けている生活保護世
帯の生活を支援することがで
き、非課税世帯等の経済的、心
理的負担軽減を図ることができ
た。

7 単
農業生産資材等
高騰対策支援事
業

①コロナ禍における農業資材等の物価高騰の影響を踏まえ、
農業生産資材等の購入に係る費用の一部を支援することで、
農家の営農継続や生産意欲の向上を図る。
②需用費、役務費、委託料、負担金・補助及び交付金
③内訳
・事務消耗品一式【需用費】：50千円
・通信運搬費【役務費】：307千円
　　　　　　　　　　　　（＠84円×1,050名×３回[対象者通知]）
　　　　　　　　　　　　（＠84円×  500名×１回[勧奨通知用]）
・手数料（牛個体識別情報提供）【役務費】：6千円
・対象者通知作成電算業務委託料【委託料】：2,035千円
・支援金【負担金・補助及び交付金】：52,664千円
　　水稲農家支援金（10aあたり2,000円）
　　　　作付面積110,718a×2,000円/10a＝22,143,600円
　　そのの農家(野菜・果樹農家等)支援金(10aあたり6,000円)
　　　　作付面積6,700a×6,000円/10a＝4,020,000円
　　畜産農家支援金（飼料購入支援）
　　　　肉用牛　＠17,000円/1頭×620頭＝10,540,000円
　　　　乳用牛　＠25,500円/1頭×320頭＝8,160,000円
　　　　豚　　　　＠ 2,600円/1頭×3,000頭＝7,800,000円
④農作物、家畜を生産している農業者又は農業法人

④-Ⅱ．エネル
ギー・原材料・食料
等安定供給対策

R5.6.1 R6.3.31 45,444,731 0 45,444,731 0

農業生産に係る資
材や燃料等の価格
高騰の影響を受けて
いる市内農業者に
対し、支援金を給付
した。
申請者：856名

農業生産に係るコスト増に苦し
む農業者の負担軽減と生産意
欲向上につなげることができ
た。



8 単
学校給食費等支
援事業

①コロナ禍における物価高騰対策として、小・中学校の給食食
材費の高騰に対応し、栄養バランスや量を保った給食を引き続
き実施するとともに、増加した食材費を支援することで、給食費
を支払う子育て世帯の負担軽減を図る。（教職員分は除く）
②食材費高騰により保護者負担が増額しないよう高騰分に係
る費用を市が負担する。（教職員分は除く）
③
・４月以降物価上昇分（１８０食分）
　　小学校７校　＠20円×1,660名×180食＝5,976,000円
　　中学校３校　＠20円×　855名×180食＝3,078,000円
・更なる物価高騰対応分（２学期以降：１１１食分）
　　小学校７校　＠20円×1,660名×111食＝3,685,200円
　　中学校３校　＠20円×　855名×111食＝1,898,100円
・自校給食支援分（３校）
　　諸材料分　＠15,000円×10月×3校＝450,000円
④市内小中学校

④-Ⅳ．コロナ禍に
おいて物価高騰等
に直面する生活困
窮者等への支援

R5.4.1 R6.3.31 14,752,770 13,424,100 1,328,670

物価高騰による給食
材料費の増額分を
支援し保護者負担
が増えないよう、高
騰分の食材購入費
の補助を行った。

給食費を支援することで、子育
て世帯の負担増加を防ぎ、栄
養バランスや量を保った給食を
提供し、児童生徒の健やかな
体の育成を図ることができた。

9 単
介護施設等物価
高騰対策支援事
業

①コロナ禍における食料品の価格高騰対策として、市内の介
護施設等へ支援金を給付することで、安定的な施設運営の継
続を確保するとともに、介護施設等の負担軽減を図る。
②介護施設等物価高騰支援金
③
・入所系１４施設
　　定員１人あたり33,000円×484人＝15,972,000円
・通所系１０施設
　　定員１人あたり11,000円×234人＝  2,574,000円
④市内介護施設

④-Ⅳ．コロナ禍に
おいて物価高騰等
に直面する生活困
窮者等への支援

R5.6.1 R6.3.31 18,546,000 0 18,546,000 0

物価高騰による介護
施設安定的な施設
運営の継続を確保
するため、入居者一
人当たりに係る経費
の支援を行った。
支援実績
入所系（14施設）484
名
通所系（10施設）234
名

食料品の高騰等に直面してい
る市内の介護施設等の負担を
軽減するとともに、安定的かつ
継続的
なサービス提供の支援を実施
することができた。

10 単
障がい福祉施設
等物価高騰対策
支援事業

①コロナ禍における食料品の価格高騰対策として、市内の障
がい福祉施設等へ支援金を給付することで、安定的な施設運
営の継続を確保するとともに、障がい福祉施設等の負担軽減
を図る。
②障がい福祉施設等物価高騰支援金
③
・入所系５施設
　　定員１人あたり33,000円× 40人＝1,320,000円
・通所系７施設
　　定員１人あたり11,000円×195人＝2,145,000円
④市内障がい福祉施設

④-Ⅳ．コロナ禍に
おいて物価高騰等
に直面する生活困
窮者等への支援

R5.6.1 R6.3.31 2,475,000 0 2,475,000 0

物価高騰による障が
い福祉施設の食費
の負担が増加しない
よう、施設定員１人
あたりに係る経費を
支援する。
入所系（4施設）28名
通所系（6施設）141
名

食料品等の価格高騰に直面し
ている障がい福祉施設等の負
担を軽減し、安定的及び継続的
なサービスの提供に資する事
ができた。

11 単
学校給食費半額
支援事業（重点
交付金分）

①コロナ禍における物価高騰に直面する子育て世代を支援す
るため、学校給食費の半額を支援することで、子育て世代の負
担軽減を図る。
②給食費の半額（教職員分は除く）
③小学校　1食あたり300円×1,660名×180食×1/2＝
44,820,000円
　中学校　1食あたり356円×　855名×180食×1/2＝
27,394,200円
④小中学生を養育する保護者

④-Ⅳ．コロナ禍に
おいて物価高騰等
に直面する生活困
窮者等への支援

R5.4.1 R6.3.31 68,756,512 2,518,000 5,461,169 60,777,343

物価高騰による給食
材料費の増額分を
支援し保護者負担
が増えないよう、高
騰分の食材購入費
の補助を行った。

給食費を支援することで、子育
て世帯の負担増加を防ぎ、栄
養バランスや量を保った給食を
提供し、児童生徒の健やかな
体の育成を図ることができた。



12 単
学校給食費半額
支援事業（通常
分）

①コロナ禍における物価高騰に直面する子育て世代を支援す
るため、学校給食費の半額を支援することで、子育て世代の負
担軽減を図る。
②給食費の半額（教職員分は除く）
③小学校　1食あたり300円×1,660名×180食×1/2＝
44,820,000円
　中学校　1食あたり356円×　855名×180食×1/2＝
27,394,200円
④小中学生を養育する保護者

④-Ⅳ．コロナ禍に
おいて物価高騰等
に直面する生活困
窮者等への支援

R5.4.1 R6.3.31 68,756,512 5,461,169 2,518,000 60,777,343

物価高騰による給食
材料費の増額分を
支援し保護者負担
が増えないよう、高
騰分の食材購入費
の補助を行った。

給食費を支援することで、子育
て世帯の負担増加を防ぎ、栄
養バランスや量を保った給食を
提供し、児童生徒の健やかな
体の育成を図ることができた。


